
第15期定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項

新 株 予 約 権 等 に 関 す る 事 項

業務の適正を確保するための体制

及 び そ の 運 用 状 況 の 概 要

連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表

計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表

株式会社レアジョブ

上記事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（https://www.rarejob.co.jp）に掲載すること
により、株主の皆様に提供したものとみなされる情報です。
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新株予約権等に関する事項

会社の新株予約権等に関する事項（2022年３月31日現在）
(1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

新株予約権の名称 第６回新株予約権 第７回新株予約権 第８回新株予約権

発行決議日 2018年６月21日 2019年３月15日 2019年５月15日

新株予約権の数 360個 340個 100個

目的となる株式の種類と
数

当社普通株式

144,000株

当社普通株式

136,000株

当社普通株式

40,000株

新株予約権の払込金額 無償 無償
新株予約権１個当たり

154円
(１株当たり0.385円)

新株予約権の行使価額
新株予約権１個当たり

169,600円
（１株当たり424円）

新株予約権１個当たり
331,000円

（１株当たり828円）

新株予約権１個当たり
262,700円

(１株当たり657円)

新株予約権の行使期間 2020年６月22日～
2023年６月21日

2021年３月16日～
2024年３月15日

2021年７月１日～
2024年６月30日

役員の保有人数及び新株
予約権の数

当社取締役 (監査等委員を除く) ２名 63個 ２名 110個 １名 100個

当社社外取締役 (監査等委員を除く) ０名 ０個 ０名 ０個 ０名 ０個

当社社外取締役 (監査等委員) ０名 ０個 ０名 ０個 ０名 ０個

新株予約権の行使の条件 （別記）１ （別記）１ （別記）２
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（注）当社は、2019年４月11日開催の取締役会決議により、2019年６月１日付で普
通株式１株につき２株の割合で株式分割を、2019年11月14日開催の取締役会
決議により、2019年12月６日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割
を行っております。これにより「目的となる株式の種類と数」「新株予約権の払
込金額」「新株予約権の行使価額」が調整されております。

（別記）新株予約権の行使の条件
１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
①新株予約権者は、2019年３月期以降、新株予約権を行使することができる期間
終了までのいずれかの期の監査済みの当社連結損益計算書（連結財務諸表を作
成していない場合は、損益計算書）において売上高が40億円を超えた場合に、
当該売上高の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日か
ら行使することができる。ただし、当社が定める新株予約権を行使することが
できる期間内に限る。行使することができる期間が到来していない場合は、到
来日以降に行使することができる。
②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会
社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了によ
る退任、定年退職、その他正当な理由があると当社取締役会が認めた場合は、
この限りではない。

２．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
①新株予約権者は、2020年３月期及び2021年３月期の各連結会計年度におけ
る、監査済みの損益計算書に記載される利益の額の総額が5.5億円（※利益の額
については、連結経常利益金額に少数株主損益を加減する）を超過した場合に
限り、新株予約権者に割り当てられた新株予約権を行使することができる。国
際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場
合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。
②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会
社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定される関
係会社をいう。）の取締役、監査役または使用人であることを要する。但し、任
期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由がある場合は、この限りで
はない。

(2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状
況
該当事項はありません。

(3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

（1）業務の適正を確保するための体制
① 当社及び当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制

a．「コンプライアンス規程」をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程
を、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範
とする。また、管理部門が全社のコンプライアンスの取り組みを横断的に統
括することとし、同部門を中心に役職員教育等を行う。

b．内部監査担当は、コンプライアンスの遵守状況を監査する。なお、法令上疑
義のある行為について従業員が直接情報提供を行う手段としてヘルプライン
を設置し、管理部門がその運営を行う。

c．法令・定款違反等の行為が発見された場合には、「コンプライアンス規程」に
従って、執行役員会に報告の上、外部専門家と協力しながら対応に努める。

d．役職員の法令・定款違反等の行為については、適正に処分を行う。
② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒
体（以下、文書等という。）に記録し、保存する。取締役は、「文書管理規程」
により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a．コンプライアンス、環境、災害、品質及び情報セキュリティ等に係るリスク
については、リスク管理規程等の諸規程、ガイドライン及びマニュアル等の
制定や、役職員に対するリスク管理に関する教育・研修等を行うものとし、
新たに生じたリスクについては、速やかに対応責任者を定める。

b．情報セキュリティポリシーを整備し、情報セキュリティの強化並びに個人情
報の保護に努める。

c．当社では、大震災等の災害時を想定した事業継続計画（BCP）を策定してお
り、不測の事態が発生した場合には、必要に応じ代表取締役社長を本部長と
する対策本部を設置、全役職員が一体となって危機に対応し、被害の発生を
防止し、又は損害の拡大を最小限にとどめる体制をとる。

④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制

a．取締役会を月１回定期に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動的
な意思決定を行う。

b．取締役は、取締役会で定めた中期経営計画及び単年度予算に基づき効率的な
職務執行を行い、予算の進捗状況について取締役会に報告する。
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c．「業務分掌規程」、「職務権限規程」等に業務執行の手続きを簡明に定め、効率
的な業務執行を可能にする。

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制

a．コンプライアンス、リスク管理体制その他内部統制に必要な制度は、当社グ
ループ全体を横断的に対象とし、当社がその管理運営にあたる。

b．当社の内部監査担当は、子会社の監査を通じて、当社グループの内部統制の
状況を把握・評価する。また、財務報告に係る内部統制については、当社の
内部監査担当が子会社の内部統制評価及び報告を行う。

c．子会社は当社の監査等委員に対し、リスク情報を含めた業務執行状況の報告
を行う。

d．子会社の事業活動に係る決裁権限は、「関係会社管理規程」による。
⑥ 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合

における当該使用人に関する事項及びその使用人の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）からの独立性に関する事項
監査等委員は、内部監査担当者に監査業務に必要な事項を命令することがで
きるものとし、監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命
令に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けな
いものとする。

⑦ 当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会
社の取締役、使用人が当社の監査等委員に報告するための体制その他監査等
委員への報告に関する体制

a．取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使用人は、監査等委員会に対
して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、
内部監査の実施状況等を速やかに報告する。報告の方法（報告者、報告受領
者、報告時期等）については、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と
監査等委員会との協議により決定する方法による。また、取締役（監査等委
員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員から情報の提供を求めら
れた際に、遅滞なく業務執行等の情報を報告する。

b．監査等委員会へ報告した取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使用
人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁
止し、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当
社子会社の取締役、使用人に周知徹底する。
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⑧ 監査等委員の職務執行について生ずる費用又は債務の処理に関する方針に関
する事項その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための
体制

a．監査等委員がその職務の執行にあたり生じた費用の前払い又は償還等の請求
をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場合
を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

b．当社監査等委員が社外の弁護士等の第三者から助言を求めるときは、当社は
これに要する費用を負担する。

c．監査等委員は、実効的な監査を行うため、代表取締役、会計監査人、内部監
査担当とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制
内部統制システムの構築に関する基本方針及び関連規程に基づき、財務報告
に係る内部統制の整備及び運用を行う。

⑩ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
a．反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、拒絶することを基本方針とし、
取引先がこれらと関わる個人、企業、団体等であると判明した場合には取引
を解消する。なお、当社取締役及び使用人で取引を開始しようとする者は、
「反社会的勢力対策に関する規程」に従い、取引相手の反社会性を検証し、問
題がないことを確認した上で当該取引を開始する。

b．管理部門を反社会的勢力対応部署と位置付け、情報の一元管理、蓄積を行う。
また、取締役及び使用人が基本方針を遵守するような教育体制を構築すると
共に、反社会的勢力による被害を防止するための対応方法等を整備し周知を
図る。

c. 反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察、顧問法律事務所、
暴力追放運動推進センター等の外部専門機関と連携し、有事の際の協力体制
を構築する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
上記に掲げた内部統制システムの施策及び規程に従って、具体的な取り組み
を行うと共に、内部統制システムの運用状況について重要な不備がないかの
モニタリングを常時行っております。併せて、管理部門は当社の各部門に対
して、コンプライアンスへの理解を深め、健全な職務執行を行う環境を整備
するために、個人情報保護、インサイダー取引防止及び財務報告に係る内部
統制に関する教育及び研修を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当期首残高 582,082 618,074 916,302 △289,968 1,826,490

当期変動額

新株の発行 24,617 24,617 49,235

剰 余 金 の 配 当 △90,807 △90,807

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 184,947 184,947

自己株式の取得 △43 △43

自己株式の処分 116,159 50,320 166,480

譲渡制限付株式報酬 24,796 17,427 42,224

連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減 3,797 3,797

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 24,617 169,371 94,139 67,705 355,833

当期末残高 606,699 787,446 1,010,441 △222,263 2,182,324
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その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主
持 分

純資産
合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 △1,146 26,776 5,883 △18,727 12,786 92,741 184,864 2,116,882

当期変動額

新株の発行 49,235

剰 余 金 の 配 当 △90,807

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 184,947

自己株式の取得 △43

自己株式の処分 166,480

譲渡制限付株式報酬 42,224

連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減 3,797

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,492 8,216 1,542 12,039 24,291 △10,220 △7,566 6,504

当期変動額合計 2,492 8,216 1,542 12,039 24,291 △10,220 △7,566 362,337

当期末残高 1,346 34,993 7,425 △6,687 37,078 82,520 177,297 2,479,220

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ８社

海外４社、国内４社、合計８社の子会社を連結範囲に含めております。
（2）主要な連結子会社の名称

（在外連結子会社）
RareJob Philippines, Inc.
ENVIZION PHILIPPINES, INC.
RIPPLE KIDS EDUCATIONAL SERVICES, INC．
Rarejob English Assessment, Inc.
GOLA English Tutorial, Inc.は当連結会計年度よりRarejob English

Assessment, Inc.へ社名を変更しております。また、前連結会計年度にお
いて連結子会社であったGeos Language Centre Pte Ltd.は清算結了した
ため、連結の範囲から除外しております。Geos Language Centre Pte
Ltd.については、清算結了時までの損益計算書のみ連結しております。
（国内連結子会社）
株式会社エンビジョン
株式会社プロゴス
株式会社資格スクエア
株式会社レアジョブテクノロジーズ
当連結会計年度において、株式を取得した株式会社資格スクエアを連結の
範囲に含めております。また、株式会社レアジョブテクノロジーズについて
は新規設立に伴い連結子会社としたため、当連結会計年度より連結の範囲に
含めております。
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2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社の数 ３社
（2）主要な持分法適用の関連会社の名称

Grandline Philippines Corporation
バベルメソッド株式会社
株式会社ボーダーリンク
当連結会計年度において、株式を取得したバベルメソッド株式会社及び株式
会社ボーダーリンクを持分法適用の範囲に含めております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連 結 子 会 社 の う ち、RareJob Philippines, Inc.、ENVIZION PHILIPPINES,

INC.、RIPPLE KIDS EDUCATIONAL SERVICES, INC.、Rarejob English
Assessment, Inc.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法を採用しております。

② デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価
方法
時価法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（使用権資産を除く）
定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～18年
工具、器具及び備品 ３～15年
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② 無形固定資産
定額法を採用しております。なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
商標権 10年
ソフトウエア（自社利用分） ３～５年（社内における利用可能期間）
コンテンツ資産 10年

③ 使用権資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し
ております。
② 事業整理損失引当金
事業の整理に伴い将来発生する可能性のある損失に備えるため、その費用見積
額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、英語関連事業を行っており、個人及び法人・教育機関を顧客
として、主に教育サービスを提供しております。
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021
年３月26日)を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し
ております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
一部の連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結
会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
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数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

② 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、
決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配
株主持分に含めております。

③ 重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…直物為替先渡取引（ＮＤＦ）
ヘッジ対象…外貨建未払金

ヘッジ方針
当社グループではデリバティブ取引に関するリスク管理体制に基づき、為替
変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及
びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺する
ものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

④ のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、10年で均等償却しております。
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（会計方針の変更）
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した
財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影
響はありません。

（表示方法の変更）
当社グループが顧客に提供しているサービスに関して、システム運用に係る費用

については、従来、「販売費及び一般管理費」としておりましたが、当連結会計年度
より「売上原価」として表示区分を変更することといたしました。
この変更は、今後の事業拡大への取り組みに伴い管理体制の強化、損益管理区分
の見直しを行い、事業の実態をより適切に反映するために実施したものであります。
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（会計上の見積りに関する注記）
当社グループの連結計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会
計基準に基づき作成されております。この連結計算書類の作成にあたって、決算日
における資産・負債の報告数値及び報告期間における収益・費用の報告数値に影響
を与える見積り及び予測を行わなければなりません。したがって、当該見積り及び
予測については不確実性が存在するため、将来生じる実際の結果はこれらの見積り
及び予測と異なる場合があります。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
よる影響については、後述の「追加情報」に記載しております。
当社グループでは、特に以下の会計上の見積り及び仮定が当社の連結計算書類に
重要な影響を与えるものと考えております。

有形固定資産及び無形固定資産の減損
1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

減損損失 9,434

有形固定資産 191,276

無形固定資産 1,458,689

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
資産又は資産グループにおいて減損をしている可能性を示す兆候の有無を判定

し、兆候がある場合には当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味
売却価額、あるいは使用価値により算定しております。
減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しており

ますが、事業計画や市場環境の変化等により、その見積り額の前提とした条件や
仮定に変更が生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。
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のれんの評価
1．当連結会計年度の連結計算書類上に計上した金額

（単位：千円）
当連結会計年度

のれん 846,092

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「（その他の注記）（企業結合等関係）」に記載のとおり、当連結会計年度におい

て株式会社資格スクエアの株式取得を行いました。当該企業結合取引の結果、超
過収益力として識別したのれんの未償却残高787,675千円を連結貸借対照表に計
上しております。
のれんの兆候の有無については、将来の事業計画及び損益実績を用いて超過収

益力の著しい低下の有無を判定しております。将来の事業計画には受講者数、サ
ービス提供単価、費用の予測等の予測について仮定を含んでおります。
これらの将来事業計画の策定において用いた仮定は、経営者の最善の見積もり

によって決定されますが、将来の不確実な状況変化により、主要な仮定の見直し
が必要となった場合には翌連結会計年度の連結計算書類における、のれんの金額
に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（追加情報）
(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)
当社グループでは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計
上の見積りについて、連結計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施
しております。新型コロナウイルス感染症の流行について、期初の想定より収束
が遅れており、2023年３月期以降においても影響が一定程度継続するものと仮定
し、会計上の見積りを行っております。
なお、見積りに用いた仮定の不確実性は高く、今後の状況の変化によっては、
当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 資産から直接控除した減価償却累計額（減損損失累計額を含む）
固定資産
有形固定資産 194,510千円

2. 流動資産に計上している預け金は、当社グループ提供サービスの対価回収にお
ける、決済サービス会社に対しての一時的な預け入れであり、随時引き出し可
能であります。

（連結損益計算書に関する注記）
1. 事業整理益は、主に当社グループのシンガポールにおける英会話学校事業及び
短期留学事業を行っておりました連結子会社であるGeos Language Centre
Pte Ltd.の清算結了に伴う利益であります。

2. 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。
場所 用途 種類 金額（千円）

東京都渋谷区 事業用資産 商標権 277

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア 9,156

当社グループは、英語関連事業を単一の事業として行っており、各業務の相互
補完性を勘案した上で、主にプロジェクト単位を基礎としてキャッシュ・フロー
を生み出す最小の単位を識別し、グルーピングしております。
英語関連事業の一部のサービスについて、当初想定していた収益が見込めなく
なったため、当該サービスに係る資産グループについて帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来
キャッシュ・フローが見込めないため、零として評価しております。

3. 事務所移転費用は、主に当社及び連結子会社であるENVIZION PHILIPPINES,
INC.のオフィス移転に伴う損失であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1．発行済株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,541,600 116,400 － 9,658,000
（変動事由の概要）
増加の内訳は、以下のとおりであります。
ストック・オプション行使による増加 116,400株

2．自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 460,801 984 107,761 354,024
（変動事由の概要）
増加及び減少の内訳は、以下のとおりであります。
譲渡制限付株式の無償取得による増加 941株
単元未満株式の買取りによる増加 43株
第三者割当による処分に伴う減少 80,000株
譲渡制限付株式報酬の支給による減少 27,761株

3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年
６月24日
株主総会

普通株式 利益
剰余金 90,807 10.00 2021年

３月31日
2021年
６月25日

※１株当たり配当額10円は、記念配当です。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年
６月22日
株主総会

普通株式 利益
剰余金 102,343 11.00 2022年

３月31日
2022年
６月23日
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4. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株
式の数
普通株式 389,200株

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要な資金を銀行借入により調達しております。一時的な余
資につきましては普通預金で保有しております。また、デリバティブ取引につい
ては、外貨建未払金にかかる為替相場変動による市場リスクを回避するために利
用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、預け金は決済サ

ービス会社に対する当社資金の預入であるため預入先の信用リスクに晒されてお
ります。また、敷金は、主に本社オフィスの賃貸借契約によるものであり、差入
先の信用リスクに晒されております。
未払金、未払費用、未払法人税等、未払消費税等はすべてが１年以内の支払期

日であり、支払期日に支払いを実行できなくなるリスク、すなわち流動性リスク
に晒されております。また、未払金、未払費用の一部には外貨建てのものがあ
り、為替相場変動による市場リスクに晒されております。
長期借入金の使途は、主に運転資金、設備及び株式の投資資金であります。こ
のうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。ま
た、リース債務は、使用権資産の取得に係るものであり、流動性リスクに晒され
ております。
デリバティブ取引は、上述の外貨建未払金に係る市場リスクに対するヘッジ取

引を目的とした直物為替先渡取引（ＮＤＦ）であります。なお、ヘッジ会計に関
する内容につきましては、前述の（連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項に関する注記等）の「4. 会計方針に関する事項」の「(5) その他連結計
算書類作成のための重要な事項」のうち、「③ 重要なヘッジ会計の方法」に記
載のとおりであります。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社グループは、販売管理規程及び与信管理規程に基づき、営業債権につ
いて事業部門が取引相手ごとに期日及び残高を管理すると共に、管理部門が
入金状況をモニタリングし事業部門に随時連絡をしております。これにより、
各取引先の財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っており
ます。預け金及び敷金については、預入先及び差入先の状況を定期的にモニ
タリングし、財務状況の悪化の早期発見に努め、リスク軽減を図っておりま
す。
② 市場リスクの管理
当社グループは、外貨建未払金については、期日及び残高を管理すると共
に、晒されている為替相場変動による市場リスクを回避するために直物為替
先渡取引（ＮＤＦ）を利用しております。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当社グループは管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新し、手元流動
性を一定額維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、以下のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含
まれておりません（※5 参照）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）敷金 110,359 105,301 △5,057
資産計 110,359 105,301 △5,057
（1）長期借入金 ※2 2,355,200 2,349,164 △6,035
（2）リース債務 ※3 74,130 74,130 －
負債計 2,429,330 2,423,295 △6,035
デリバティブ取引 ※4 50,437 50,437 －
※1 現金は注記を省略しており、預金、預け金、売掛金、未払金、未払費用、未払法人税等並び

に未払消費税等は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していること
から、注記を省略しております。

※2 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
※3 リース債務（流動負債）、リース債務（固定負債）の合計額であります。
※4 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については（ ）で示しております。
※5 市場価格のない株式等は投資有価証券のみであり、当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

1,007,791千円であります。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に
応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定
した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引

通貨関係 － 50,437 － 50,437

資産計 － 50,437 － 50,437

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金 － 105,301 － 105,301

資産計 － 105,301 － 105,301

長期借入金 － 2,349,164 － 2,349,164

リース債務 － 74,130 － 74,130

負債計 － 2,423,295 － 2,423,295

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
敷金
合理的に見積もった返還予定時期に基づき、その将来キャッシュ・フローを適切な利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金のうち、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合
に想定される利率により割引計算を行っております。また、変動金利によるものは、短期間で
市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳
簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
これらの取引については、レベル２の時価に分類しております。
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リース債務
リース債務は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率によ
り割引計算を行った結果、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。
これらの取引については、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は通貨関連取引であり、取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。為替レート等の観察可能なインプットを用いており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
当連結会計年度

個人向け売上高
法人・教育機関向け売上高

3,894,212
1,704,084

顧客との契約から生じる収益 5,598,296
外部顧客への売上高 5,598,296

2. 収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しておりま
す。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時又は充足するにつれて収益を認識する。

当社グループは、英語関連事業を行っており、個人及び法人・教育機関を顧客と
して、主に教育サービスを提供しております。当社グループが提供する主な教育サ
ービスは、インターネットを通じた各種レッスンの提供であり、その履行義務は顧
客との契約期間にわたり、契約に基づいた条件にて、レッスンを顧客に提供するこ
とと判断しております。当社グループが履行義務を充足するにつれて顧客が便益を
享受し、約束したサービスが顧客に移転されることから、役務を提供する期間にわ
たり収益を認識しております。
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また、収益は顧客との契約において約束された対価から、返金・値引等を控除し、
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を測定しております。
取引の対価は、履行義務を充足するまでの期間における前受金の受領又は履行義
務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれません。

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ
ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結
会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権(期首残高) 225,737
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 121,585
契約負債 (期首残高) 132,568
契約負債 (期末残高) 717,013

契約負債は、主に支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するもの
であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれ

ていた額は、132,568千円であります。
また、当連結会計年度において契約負債が584,445千円増加した主な理由
は、株式会社資格スクエアを株式取得により子会社化したことによるものであ
ります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって
実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について、
注記の対象に含めておりません。未充足の履行義務は当連結会計年度末で
481,521千円であります。当該履行義務は株式会社資格スクエアにおける資格
講座の販売に関するものであり、期末日後1年以内に約76％、残り24％がその
後１年以内に収益として認識されると見込んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 238円54銭
2. １株当たり当期純利益 19円98銭
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
（企業結合等関係）
1. 企業結合の概要
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

① 被取得企業の名称 株式会社資格スクエア
② 事業の内容 オンライン学習サービス「資格スクエア」の運営

（2）企業結合を行った主な理由
株式会社資格スクエアが運営する資格スクエア事業は、司法試験や弁理士試
験等の難関資格の取得を目指すユーザーに対し、独自のメソッドに基づく最短
合格のための効果的な勉強法をオンラインで提供しております。
当社が創業以来培ってきたオンラインでの英語学習ノウハウと、資格スクエ
ア事業が保有する資格取得のための学習最適化のノウハウを組み合わせること
により、英語関連資格の取得を目的とした新サービスの開発でシナジーが創出
できるものと判断したため企業結合を行いました。

（3）企業結合日
2021年12月１日

（4）企業結合の法的形式
株式取得

（5）結合後企業の名称
変更はありません。

（6）取得した議決権比率
70.0％

（7）取得企業を決定するに至った根拠
当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

2. 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2021年12月１日から2022年３月31日まで
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3. 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 525,000千円
取得原価 525,000千円

4. 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 3,370千円

5. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

814,836千円

（2）発生原因
今後の事業展開から期待される将来の超過収益力によるものであります。

（3）償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

6. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 384,664千円
固定資産 10,770千円
資産合計 395,435千円

流動負債 729,336千円
負債合計 729,336千円

7. のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並び
に主要な種類別の償却方法及び償却期間

（1）無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳
コンテンツ資産 67,376千円

（2）主要な種類別の償却方法及び償却期間
コンテンツ資産 10年間にわたる均等償却
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8. 企業結合が連結会計年度の期首に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の
連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりませ
ん。
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株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計
繰越利益剰余金

当期首残高 582,082 575,982 39,307 615,289 1,003,316 1,003,316 △289,968 1,910,719

当期変動額

新株の発行 24,617 24,617 24,617 49,235

剰余金の配当 △90,807 △90,807 △90,807

当期純利益 198,240 198,240 198,240

自己株式の取得 △43 △43

自己株式の処分 116,159 116,159 50,320 166,480

譲渡制限付
株 式 報 酬 24,796 24,796 17,427 42,224

株主資本以
外の項目の
当期変動額
（純額）
当期変動額合計 24,617 24,617 140,956 165,574 107,432 107,432 67,705 365,329

当期末残高 606,699 600,599 180,263 780,863 1,110,749 1,110,749 △222,263 2,276,049
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評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,146 26,776 25,629 92,741 2,029,090

当期変動額

新株の発行 49,235

剰余金の配当 △90,807

当期純利益 198,240

自己株式の取得 △43

自己株式の処分 166,480

譲渡制限付
株 式 報 酬 42,224

株主資本以
外の項目の
当期変動額
（純額）

2,492 8,216 10,709 △10,220 489

当期変動額合計 2,492 8,216 10,709 △10,220 365,819

当期末残高 1,346 34,993 36,339 82,520 2,394,909

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式
移動平均法に基づく原価法を採用しております。
その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法に基づく原価法を採用しております。

（2）デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価
方法
時価法を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ６～18年
工具、器具及び備品 ３～15年

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。なお、主な償却年数は以下のとおりであります。
商標権 10年
ソフトウエア（自社利用分） ３～５年（社内における利用可能期間）

3. 引当金の計上基準
賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。
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4. 収益及び費用の計上基準
当社は、英語関連事業を行っており、個人及び法人・教育機関を顧客として、
主に教育サービスを提供しております。
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)及び

「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2021
年３月26日)を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識し
ております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

（2）重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。
ヘッジ手段…直物為替先渡取引（ＮＤＦ）
ヘッジ対象…外貨建未払金

ヘッジ方針
当社ではデリバティブ取引に関するリスク管理体制に基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺
するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定を省略してお
ります。
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（会計方針の変更）
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又
はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取
ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影
響はありません。

（表示方法の変更）
当社が顧客に提供しているサービスに関して、システム運用に係る費用について
は、従来、「販売費及び一般管理費」としておりましたが、当事業年度より「売上原
価」として表示区分を変更することといたしました。
この変更は、今後の事業拡大への取り組みに伴い管理体制の強化、損益管理区分
の見直しを行い、事業の実態をより適切に反映するために実施したものであります。

（会計上の見積りに関する注記）
当社の計算書類は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づ
き作成されております。この計算書類の作成にあたって、決算日における資産・負
債の報告数値及び報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及
び予測を行わなければなりません。したがって、当該見積り及び予測については不
確実性が存在するため、将来生じる実際の結果はこれらの見積り及び予測と異なる
場合があります。なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響について
は、後述の「追加情報」に記載しております。
当社では、特に以下の会計上の見積り及び仮定が当社の計算書類に重要な影響を
与えるものと考えております。

― 30 ―

2022年05月30日 12時00分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



有形固定資産及び無形固定資産の減損
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）
当事業年度

減損損失 2,599

有形固定資産 69,723

無形固定資産 483,719

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
資産又は資産グループにおいて減損をしている可能性を示す兆候の有無を判定

し、兆候がある場合には当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は正味
売却価額、あるいは使用価値により算定しております。
減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しており

ますが、事業計画や市場環境の変化等により、その見積り額の前提とした条件や
仮定に変更が生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）
当社では、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積り
について、計算書類作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。新
型コロナウイルス感染症の流行について、期初の想定より収束が遅れており、2023
年３月期以降においても影響が一定程度継続するものと仮定し、会計上の見積りを
行っております。
なお、見積りに用いた仮定の不確実性は高く、今後の状況の変化によっては、当
社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 資産から直接控除した減価償却累計額
固定資産
有形固定資産 81,492千円

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 19,274千円
長期金銭債権 47,400千円
短期金銭債務 112,072千円

（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 15,242千円
営業費用 911,869千円
営業取引以外の取引による取引高 109,311千円

2. 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しま
した。
場所 用途 種類 金額（千円）

東京都渋谷区 事業用資産 商標権 277

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア 2,321

当社は、英語関連事業を単一の事業として行っており、各業務の相互補完性
を勘案した上で、主にプロジェクト単位を基礎としてキャッシュ・フローを生
み出す最小の単位を識別し、グルーピングしております。
英語関連事業の一部のサービスについて、当初想定していた収益が見込めな
くなったため、当該サービスに係る資産グループについて帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将
来キャッシュ・フローが見込まれないため、零として評価しております。

3. 事業撤退損は、当社グループのシンガポールにおける英会話学校事業及び短期
留学事業からの撤退に伴う損失であります。
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4. 事務所移転費用は、オフィス移転に伴う損失であります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 460,801 984 107,761 354,024
（変動事由の概要）
増加及び減少の内訳は、以下のとおりであります。
譲渡制限付株式の無償取得による増加 941株
単元未満株式の買取りによる増加 43株
第三者割当による処分に伴う減少 80,000株
譲渡制限付株式報酬の支給による減少 27,761株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因
賞与引当金、未払事業税及びソフトウエアの否認額並びに減価償却超過額等であ
ります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

資本金
又は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有)割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額
（千円） 科目

期末
残高
(千円)

子会社
RareJob
Philippines,
Inc.

19,350千
フィリピン

ペソ

英会話講師
の選定・教
育・管理業
務

所有
直接 99.9

講師管理業
務を委託
役員の兼任
あり

講師報酬等の
支払
※1

1,175,527 未払費用 77,918

子会社 株式会社
プロゴス

50,000
千円

グローバル
リーダーの
評 価 ・ 育
成・採用等
関連事業

所有
直接 100.0

商材の販売
取次業務を
委 託、 子 会
社管理業務
の受託

販売取次手数
料の支払
※2

481,397 未払金 39,913

子会社管理の
業務受託料の
収受
※3

67,820 未収入金 6,886

子会社 株式会社
エンビジョ
ン

96,066
千円

文教事業 所有
直接 66.6

プロジェク
ト開発業務
の 請 負、 子
会社管理の
業務受託

プロジェクト
開発業務の請
負、子会社管
理の業務受託
料の収受
※3,4

33,884 未収入金 11,961

※1 講師報酬その他講師管理に係る費用をフィリピン国で決済するために資金をRareJob
Philippines, Inc.に対して支払っております。

※2 当社子会社である株式会社プロゴスへの商材の販売取次業務委託については、両社で締結した
契約に基づき委託金額を算出しております。なお、取引条件は市場情勢を勘案した上、合理的な
取引条件に決定しております。

※3 当社子会社である株式会社プロゴス及び株式会社エンビジョンへの子会社管理の業務受託につ
いては、両社で締結した契約に基づき受託金額を算出しております。なお、取引条件は市場情勢
を勘案した上、合理的な取引条件に決定しております。

※4 当社子会社である株式会社エンビジョンへのプロジェクト開発業務の請負については、両社で
締結した契約に基づき受託金額を算出しております。なお、取引条件は市場情勢を勘案した上、
合理的な取引条件に決定しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表

「（収益認識に関する注記）」における注記事項と同一のため記載を省略しておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 248円54銭
2. １株当たり当期純利益 21円41銭
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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